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●はじめに 
平成28（2016）年３月に策定された、川内村まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期

間が令和元（2019）年に満了を迎え、また国、福島県において第２期の総合戦略が策定

され、川内村においても地方創生にかかる切れ目のない取組を推進していく必要がある

ことから、第Ⅱ期川内村まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定しました。 

人口ビジョン 
●平成 28（201６）年以降の人口動向等を踏まえ、「将来人口展望」として令

和 22（2040）年の中長期的な人口確保の目標を定めています。 

総合戦略 

●人口ビジョン達成に向けた、重点的な施策の方向性や具体的な取組につい

て示し、令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの５年間を計画

期間としています。 

 

◆前期総合戦略の概要 

戦略目標 

１ 村内での企業及び企業誘致の両論により村に“しごと”を創る 

２ 帰村促進と転入促進で村に“ひと”を呼び込む 

３ 特色ある施策で子育て世代に好まれる“むら”をめざす 

４ 固有の環境を活かした“むら”ならではの生活空間を実現する 

５ 政策の総合展開で波及効果を高める（１～４共通） 
 

数値目標 目標指標 
基準値 

(H27(2015) 
年度) 

目標値 
(H31(2019) 

年度) 

成果 

(R2(2020)年) 

1 

企業誘致・工業団地

整備による雇用創出 

誘致企業数 着工 ５社 
９社 

【180％】 

新規雇用者数 誘致中 60人 
113人 

【188％】 

特産品開発とかわう

ちブランドの確立 

開発または改善された特

産品数 
５品 10品 

９品 

【80％】 

特産品売上高 約 500万円 約 1,000 万円 
1,068万円 

【114％】 

2 

新規転入世帯の確保 

新規転入世帯数（シングル

マザー、誘致企業従業員、地

域固有の要因による転入者

など） 

０世帯 約 50世帯 
約 103世帯 

【206％】 

交流人口(定住予備

軍)の増加 
いわなの郷入込者数 約３万人 約４万人 

2.8万人 

【-20％】 

3 

子育て環境の向上に

よる子供の確保 

保育園児、小中学生数の合

計 
60人 

５割増加 

90人 

109人 

【163％】 

新たな子育て層居住

者の確保 

ひとり親世帯等の新規転

入者数 
０人 25人 

27人 

【108％】 

4 

民間活力による居住

環境整備 

新規居住者用の民間住宅

の確保 
０戸 20戸 

20戸 

【100％】 

交通弱者・買物難民

等への支援 

地域公共交通ネットワー

クの確立 
検討開始 

地域固有の 

サービス提供 

復興バス(ｴﾅｼﾞ

ｱ)、移送サービ

ス運行 

再生可能エネルギー

の普及促進 

新エネ設備設置補助金受

領住宅件数 
22戸 

(H25～H27計) 
33戸 

５割増 

53戸 

【282％】 
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●人口ビジョン 

□将来人口推計の考え方 

●新たな人口ビジョンを検討するため、基準となる推計値をパターン１とし、これに対して

出生率のみの向上（パターン２）と、出生率向上＋社会動態の均衡（社会増減＝０（ゼロ））

とする推計（パターン３）、さらに将来目標人口の仮定値から必要な社会増数を算出す

るシミュレーションを２種（パターン４、パターン５）行いました。 

◆人口推計結果比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□将来人口展望 

●令和 22(2040)年における村人口は、パターン４の 1,926 人が最も多くなっていま

すが、これは社会増数を高めに設定したもので推計しています。一方、近年の社会動態

の実態を見ると、年によって振れ幅が大きく中長期的な見通しが立てづらい状況にあり

ます。 

●今後、帰還者の受け入れに力を入れるとともに、村外からの移住者の受け入れも積極的

に進めながら、財政面、福祉サービスの充実等も勘案し、「総合戦略」の効果的な施行に

より、令和 22(2040)年における人口を、パターン５に基づく 1,800人とします。 
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●第Ⅱ期総合戦略 

□基本方向 

●東日本大震災と原子力発電所事故による全村避難というこれまで経験したことのない

厳しい試練を乗り越え、新たな流入人口の定着と、村外住民のニーズを踏まえた帰村意

向の醸成を図りつつ、コロナ禍を契機とした地方への関心の高まりを活かした、川内村

における“まち”・“ひと”・“しごと”のさらなる好循環を創出していきます。 
 

○新たな“しごと”が“ひと”を呼び、訪れた“ひと”が“しごと”を増やす好循環 

○特色ある“むら”の魅力が新たな“ひと”を呼び、新たな“しごと”が生まれる好循環 

○村内外の“ひと”が共に知恵を出し、汗をかくことで新たな“しごと”や“むらづく

り”を創出する好循環 

 

◆川内村におけるまち(むら)・ひと・しごとの好循環の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□５つの戦略目標 

●右肩下がりの人口減少をいかにして食い止めつつ、年齢構成バランスの確保という極

めて困難な課題に対応していかなくてはなりません。この、人口の回復に挑戦するため

以下のような５つの目標を設定し、村一丸となって取り組んでいきます。 
 

戦略目標１：村内での起業及び企業誘致の両輪により村に“しごと”を創る 

戦略目標２：多様な人とのつながりを生かした転入促進で村に“ひと”を呼び込む 

戦略目標３：特色ある施策で子育て世代に好まれる“むら”をめざす 

戦略目標４：固有の環境を活かした“むら”ならではの生活空間を実現する 

戦略目標５：政策の総合展開で波及効果を高める（すべてに共通） 

  

む ら 
・豊かな川内村の風土 

・暮しやすい田舎 

ひ と 
・互助・共助のしくみ 
・村外人材との交流 

し ご と 
・川内村ならではの産業 
・世代のﾆｰｽﾞ合った仕事 

新生 

かわうち 

の創造 

“まち”の環境が“しごと”
を創出する 集った“ひと”により

“まち”が活性化する 

“しごと”の多様性が
“ひと”を呼ぶ 
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□戦略目標の内容 

 戦略目標１ 村内での起業及び企業誘致の両輪により村に“しごと”を創る 

●今後さらに、村内出身者、その他のＵＪＩターンによる移住を促進し、定住人口の確保とと

もに、人口減少を抑制するため、生活の基本となる“しごと”の創出に第一義的に取り組

みます。 

●新型コロナ感染症の拡大以降顕在化した、地方移住への関心の高まりやテレワーク等の

新しい働き方への再認識を背景に、村でも、安定的な雇用、生きがいのある就労、収益

性のある農業、若者や女性が活躍できる仕事など、各年代の男女が働く意欲や働き方の

希望に対応できる“しごと”の選択肢の創出を推進します。 

◆業績評価指標(ＫＰＩ) 

目標 目標指標 
基準値 

(Ｒ２(2020)年度) 

目標値 

(Ｒ８(2026)年度) 

企業誘致による雇用創

出 

誘致企業数 ９社 １４社 

新規雇用者数 １１３人 １６６人 

特産品開発とかわうち

ブランドの確立 

開発または改善された特産品数 ９品 ２０品 

特産品売上高 約１,０６８万円 約２,０００万円 

◆施策の方向 

① 地域資源を活かした起業の促進（６次産業化・特産品開発等） 

② 安定した雇用の場の創出(企業・研究機関誘致等) 

③ 新規進出企業と既存企業・異種業種との連携による就労機会の拡大 

 

 

戦略目標２ 多様な人とのつながりを生かした転入促進で村に“ひと”を呼び込む 

●引き続き、震災以前に離村した川内村出身者(潜在村民)のＵターン促進や、積極的な暮

らしの価値を見出す若者や子育て層、熟年者等Ｉターン層への移住支援の展開により、村

に“ひと”を呼び込んでいきます。 

●震災を契機に川内村とのつながりを持った「関係人口」と言われる方々や、農山村に積

極的な価値を見出す移住希望者に対し、村の暮らしの魅力をわかりやすくアピールし、来

村・滞在を促し、村を体感してもらうなどの転入促進対策に取り組んでいきます。 

◆業績評価指標(ＫＰＩ) 

目標 目標指標 
基準値 

(Ｒ２(2020)年度) 

目標値 

(Ｒ８(2026)年度) 

新規転入世帯の確保(若者

定住対策、企業誘致、住

宅対策等) 

新規転入世帯数（移住者、誘致企

業従業員による転入者など） 
１０３世帯 約１４５世帯 

交流人口(定住予備軍)の

増加 
いわなの郷入込者数 

約７.８万人 
いわなの郷 2.8 万人 

かわうちの湯 5 万人 
約１３万人 
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◆施策の方向 

① 川内村出身者への情報伝達による交流の促進 

② 若者等新規定住者への村内生活の支援策の充実 

③ 情報発信の強化による川内村の価値を求める“ひと”たちへのアピール 

 

 

戦略目標３ 特色ある施策で子育て世代に好まれる“むら”をめざす 

●村の人口減少抑制には、その数以上にバランスのとれた年齢構成が必要なことから、出

産・子育ての主役であるとともに地域産業の担い手として、若い世代の方々の増加と能

力や役割の発揮が重要になります。若い世代の人口を確保するため結婚、出産、子育て

に対する積極的な支援を行うことで、村ならではのコミュニティのふれあいや助け合い

を活かしながら、都市部に比べても、働きながら安心して出産・子育てがしやすい環境や

子供の成長に応じて特色ある教育が受けられ、確かな学力を習得できる環境を整備す

ることにより、さまざまな子育て世代に好まれ、選ばれる“むら”づくりを推進します。 

◆業績評価指標(ＫＰＩ) 

目標 目標指標 
基準値 

(Ｒ２(2020)年度) 

目標値 

(Ｒ８(2026)年度) 

子育て環境の向上による

子供の確保 
保育園児、小中学生数の合計 １０９人 １２９人 

新たな子育て層居住者の

確保 
子育て世帯等の新規転入者数 

２７人 

（１０世帯） 

７６人 

（２５世帯） 

◆施策の方向 

① 若者世代のニーズに対応した結婚、出産、子育て支援 

② 子どもの成長ステージに対応した特色ある教育の実施 

③ “かわうちっ子”の育成(多面的に対応可能な人材の育成) 

 

 

戦略目標４ 固有の環境を活かした“むら”ならではの生活空間を実現する 

●高原的気候と豊かな自然環境や農村風景、農産物、林産物（山菜・きのこ）、渓流魚など

の恵みと発電所関連の安定した雇用により、住みよい村づくりに取り組んできた経緯か

ら、今後、住民が不便を感じずに日々の暮らしを営める生活環境や生活サービスの確保、

住宅・宅地整備や生活環境整備を行うことはもとより、循環型社会のモデルとなるよう

な再生可能エネルギーの導入・活用などにより、村固有の歴史的な文化財等の保護や継

承を図り、持続可能な「新生かわうち」ならではの快適で魅力ある生活空間を創出してい

きます。 

●豊かな自然環境や伝統文化を活用して村内外の人々の交流推進に努めていきます。 
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◆業績評価指標(ＫＰＩ) 

目標 目標指標 
基準値 

(Ｒ２(2020)年度) 

目標値 

(Ｒ８(2026)年度) 

民間活力による居住環

境整備 
新規居住者用の民間住宅の確保 ２０戸 ４０戸 

住宅政策や村づくりの

推進 
空き家・空き地バンク登録数 ２件 ２３件 

交通弱者・買物難民等

への支援 
地域公共交通ネットワークの確立 

復興バス（ｴﾅｼﾞｱ）、

移送サービス運行 

地域公共交通サー

ビスの提供 

再生可能エネルギーの

普及促進 

新エネ設備設置補助金受領住宅件

数 

５３戸 

(H25～R2 計) 
７３戸 

◆施策の方向 

① 生活環境の不安・不便解消に努めるための地域連携と公共サービスの充実 

② 帰村者、新規転入者の多様なニーズに合った住宅政策やむらづくりの推進 

③ 自然環境をはじめとした川内村独自の資源を活かしたむらづくりの推進 

 

 

戦略目標５ 政策の総合展開で波及効果を高める（すべてに共通） 

●村内だけで対応できない多様な職場、高等教育機関や総合病院、大型商業施設など高次

の都市機能と連携し、かつ広域的な生活圏の実現に不可欠な国道 399号をはじめ広域

的な幹線道路の整備や公共交通機関の確保などに加えて、新しい村づくりの課題に柔軟

かつスピード感を持って対応できる役場として組織・体制の強化や専門人材の確保・育

成、対外的な情報発信力の強化などを進めていきます。 

●デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の取り組みにより地域の魅力や競争力を高め

ていくとともに、誰もが地域で活躍できるような環境を整えていきます。 

◆業績評価指標(ＫＰＩ) 

目標 目標指標 
基準値 

(Ｒ２(2020)年度) 

目標値 

(Ｒ８(2026)年度) 

周辺都市との交通利便

性確保 

国道 399 号、県道小野・

富岡線、県道富岡・大越

線、県道吉間田滝根線の

改良 

村内改良未了、国道 399

号戸渡トンネル開通・

十文字トンネル貫通、

県道小野富岡線五枚沢

第１工区完了、第 2 工

区着工(トンネル)、小

白工区完了 

国・県道村内全区間完

了、国道 399 号十文字

工区完了、県道小野富

岡線五枚沢第２工区完

了(トンネル)、県道吉

間田滝根線完了、県道

富岡大越線改良促進 

プロジェクトの迅速か

つ柔軟な遂行に対応し

た役場組織・人材の強化 

新規施策対応型の専任

組織 (タスクフォース

等)の設置 

移住定住支援センター

設置 

企業誘致、ＤＸ推進等

の専任担当の設置 

◆施策の方向 

① まち・ひと・しごと創生の基盤となる広域的な道路整備と交通サービスの確保、情報

基盤・発信力の強化 

② 復興から創造へ向けた村づくりを支える庁内体制の充実と専門人材の確保 

③ 多様な外部人材・機関等とのネットワーク構築及び活用 
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□第Ⅱ期総合戦略の検証 

●総合戦略の検証は、全体目標及び各戦略目標で定めた業績評価指標（ＫＰＩ）の推移を

踏まえて、各施策の進捗状況を把握します。また社会情勢や村民意識、ニーズの変化、

各施策の進捗状況等を勘案して必要に応じて見直しを行いながら進めることとします。 

 

●第Ⅱ期総合戦略では、平成 27（2015）年に国連が開催した「国連持続可能な開発サミ

ット」にて、今後の世界の国々が取り組むべき目標として、全会一致で採択された、

SDGs（持続可能な開発目標）の考え方を取り入れており、以下のような目標を掲げて

います。 
 

◆総合戦略とＳＤＧｓについて 

戦略目標１ 村内での起業及び企業誘致の両輪により村に“しごと”を創る 

 

 

 

 

戦略目標２ 多様な人とのつながりを生かした転入促進で村に“ひと”を呼び込む 

 

 

 

 

戦略目標３ 特色ある施策で子育て世代に好まれる“むら“をめざす 

 

 

 

 

戦略目標４ 固有の環境を活かした“むら”ならではの生活空間を実現する 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦略目標５ 政策の総合展開で波及効果を高める 

 

第Ⅱ期川内村まち・ひと・しごと創生総合戦略 
【概要版】 
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